
○ 提出媒体欄には、コードを記載してください。（電子＝14、FD＝15、MO＝16、CD＝17、DVD＝18、書面＝30、その他＝99）
(注) 平成 27年分以前の合計表を作成する場合には、「法人番号」欄に何も記載しないでください。

令和  年分 外国親会社等が国内の役員等に供与等をした 

 経済的利益に関する調書合計表
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（用紙 日本産業規格 Ａ４） 
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【外国親会社等が国内の役員等に供与等をした経済的利益に関する調書合計表】 

 

記載要領 

１ 「外国親会社等（付与会社）」欄には、この合計表とともに提出する調書の「外国親会社等（付与会社）」の

「名称」欄に準じて記載する。 

２ 「調書の枚数」欄には、この合計表とともに提出する調書の枚数を記載する。 

３ 「※」印欄は、提出義務者において記載を要しない。 


